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子ども虐待に対する国民意識の年次的変遷に関する研究
――テキストマイニング・ツールを用いた新聞記事分析を通して――

中　村　　　敬
山　田　知　子
長 谷 川 智 子

【はじめに】
日本では、欧米先進諸国より約 20 年遅れて、1990 年代初頭より、子ども虐待に対する多くの関心が

集まり、その存在がクローズアップされた。日本においては、かつて発見されていなかった潜在的な子ど

も虐待が一挙に明るみに出始めたものであり、その実態報告に触れるたびに唖然とさせられた。これを契

機に社会一般の子ども虐待に対する認識が高まり、日本における子ども虐待に関する対策が、児童福祉分

野を中心として、保健医療分野、教育分野、司法分野において急速に進展した。子ども虐待が急増した温

床は、子育て環境の大きな変化と密接に関連し、子育て不安と呼ばれる親の心理状態に起因するものの多

いこともわかってきた。この現象は欧米の子ども虐待における貧困が最大の要因になっている実態と様相

を異にしていた。また、子ども虐待に関する国民の認識が高まり、発見される割合が増加したことも大き

な理由であろう。最近の動向としては、身体的虐待よりもネグレクトの発見率が増加しており、国民の認

識の高まりを表す傾向としては、虐待報道があると、その地域の市民による通報が増加するという。

日本では、1933 年（昭和８年）に児童虐待防止法が制定され、この法は 1947 年（昭和 22 年）の児

童福祉法の制定により廃止されている。この制定された児童福祉法の 34 条に、かつての児童虐待防止法

の児童虐待の禁止が掲げられている。この当時の児童虐待は絶対的な貧困と家父長的家族制度に基づくわ

が子に対する私物観が最大の要因であり、幼い子どもたちが犠牲になっていた。1989 年に国連総会で「児

童の権利に関する条約」が採択された。日本もこの条約に批准しており、あらゆる手段を講じて、虐待や

ネグレクトから子どもを守らなくてはならない義務が課せられた。本研究では、1985 年から 2006 年の

約 20 年間における新聞記事（朝日）を対象として、「児童虐待」というキーワードが見出しおよび本文

に含まれる記事を、Asahi オンライン新聞記事データベースから抽出し、テキストマイニング・ツールで

ある Word Miner を用いて分析を行った。

1985 年から 1996 年までは、キーワード「児童虐待」を含む全記事、1997 年以降はキーワード「児童虐待」

を含む記事の中から、虐待事例に関する記事に限定して分析を行った。一般市民からの虐待に関する通報

が急増し、不測な事態の防止に結びつきつつある。この一般市民の意識変容と新聞報道との関係を明らか

にし、新聞記事に現れる文脈を通して、時間的経緯を横軸において、社会変容に関与したさまざまな法制

度との相互関係を明らかにすることを目的とした。
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【研究方法と対象】　

研究方法は、テキストマイニング・ツールである「Word　Miner」を用いて、1985 年から 2006 年ま

での約 20 年間（電子化された新聞記事データベースに収録されている範囲）の子ども虐待に関する新聞

報道を、電子化された新聞記事データベース（Asahi 新聞記事オンライン）より抽出し、形態素分析により、

キーワードの出現頻度と出現パターンなどの構文解析を通して、その内容を表す情報や概念を抽出した。

分析対象は、オンライン新聞記事の中から検索語「児童虐待」を含む記事を抽出し、ソフト（Word　

Miner）の規程に従って、CSV ファイルを作成した。項目は年次、発行日、ソース（朝刊、夕刊）、面名（紙

面分類）、見出し、本文とし、記事内容を「対策」、「事件」、「実態」、「意見」の４グループに分類して用いた。

Word　Miner では、「年次」を質的変数とし、「見出し」と「本文」を形態素分析により、文章を切片

化し、構成要素として抽出した。Word Miner では、「分かち書き」と「キーワード」の二者を出力する

ことができる。「分かち書き」では句読点、記号、助詞を含み、「キーワード」では、名詞（句）が主となり、

形容詞や副詞、動詞などの用言が抽出されない。分かち書き処理は、辞書と文章の切断ルールにより、品

詞と複合語の切片（構成要素と呼んでいる）を作成する。キーワード抽出処理は、不要語辞書と抽出ルー

ルにより、分かち書き文から、句読点、記号、動詞などの用言（例：「開発した」の「した」）を除去して、

構成要素と呼ぶ名詞（句）を出力する。構成要素は同一サンプル内で複数回出現しても出現頻度は１回と

カウントされる。キーワード抽出処理における最長語による構成要素の抽出方法では具体的・固有の単語・

熟語が多くなる。今回は最長語によるキーワードの抽出を行った。

抽出されたキーワード（構成要素）は、単独では前後の文脈がわからない。Word miner では、検索さ

れた単語・熟語の前後の本文の中の文脈を提示する機能が用意されている（コンコーダンス）。今回出現

頻度高いキーワードの出現パターンをみるためにコンコーダンス機能を活用した。

統計的分析手法としては、対応分析（コレスポンデンス分析）が用意されている。分析法の数理論に関

する詳細については、ここでは述べないので参考書を参照してほしい。
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年次 件数 割合
1985 3 0.1%
1986 5 0.2%
1987 4 0.1%
1988 6 0.2%
1989 5 0.2%
1990 18 0.6%
1991 20 0.6%
1992 19 0.6%
1993 17 0.6%
1994 19 0.6%
1995 23 0.7%
1996 37 1.2%
1997 81 2.6%
1998 83 2.7%
1999 173 5.6%
2000 409 13.2%
2001 478 15.5%
2002 325 10.5%
2003 245 7.9%
2004 485 15.7%
2005 349 11.3%
2006 284 9.2%

3088 100%

表 1　年次別児童虐待記事件数

図 1　年次別児童虐待記事件数

【結果】
１）1985 年から 2006 年までの約 20年間のキーワード「児童虐待」を含む記事件数の推移

結果は表１と図１に示した。記事件数は 1990 年から増加し始め、1996 年頃より増加に拍車がかかり、

2000 年および 2002 年に第 1 のピークを示した。いったん下降傾向を示したが、再び増加し 2004 年に

第 2 のピークを示した（表１、図１）。
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見出し記事
キーワード

編集（その 1）
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 行和

児童虐待 1 0 0 0 0 1 0 3 1 2 3 8 12 10 38 61 69 38 33 49 34 29 418
子ども 0 2 0 0 1 8 9 5 3 3 9 8 20 10 15 37 29 13 17 26 24 24 270
虐待 0 0 1 0 0 6 2 1 2 1 3 1 5 4 10 16 30 20 11 42 27 25 222

子育て 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 2 4 8 9 18 11 6 12 19 8 110
児童虐待防止 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 5 11 1 10 18 34 18 12 25 18 17 177

相談 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 2 2 5 15 13 6 4 10 8 6 79
親 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0 1 2 2 0 2 7 11 6 6 11 6 7 67

児童相談所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 11 6 3 4 15 6 9 64
支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 6 6 5 6 3 7 9 5 53
急増 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 8 12 6 6 2 5 2 3 49
私 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 3 0 1 4 3 5 6 3 13 2 3 46

対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 4 8 8 3 0 6 7 3 43
心 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 2 3 0 1 9 6 1 8 6 1 42

講演会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 2 6 4 6 3 5 8 1 41
当初 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 4 10 5 2 4 8 1 41
暴力 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 2 3 5 7 2 3 2 3 3 5 40
母親 0 2 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 1 6 5 4 6 3 3 3 39
連携 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 7 6 6 2 2 5 3 2 39
あす 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 0 0 1 3 8 3 4 4 4 5 38

予算案 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 3 10 4 2 4 8 1 38
お知らせ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 2 2 4 5 6 4 4 33

講演 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 3 4 5 2 6 3 3 5 33
いじめ 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 1 1 1 1 5 2 2 5 0 5 32
シンポ 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3 2 2 5 4 6 2 2 2 2 32

児童虐待相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 4 8 4 2 0 4 5 32
増加 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 5 4 4 6 1 3 29
母 0 0 0 1 0 1 2 0 1 0 0 0 2 2 0 2 3 2 2 3 6 1 29

警察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 4 7 3 1 5 0 4 27
県警 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 6 2 0 3 1 6 27
県内 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 2 6 1 2 3 3 2 1 2 26
現場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 0 3 1 4 3 6 26
講座 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 2 1 2 2 3 1 7 2 26
設置 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 3 5 6 1 3 0 2 2 26
地域 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 7 2 4 0 6 2 1 26
DV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 4 1 6 6 1 24

ネット 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 4 6 2 2 4 2 0 24
新設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 1 4 0 9 2 24
育児 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 2 2 5 2 1 4 3 23
発見 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 3 2 3 4 5 3 1 23
児童 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 3 0 1 1 4 3 1 2 4 1 22
発足 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 2 0 2 3 9 1 0 1 0 0 22
防止 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 3 4 1 2 4 1 1 22
命 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 2 2 4 1 2 22

シンポジウム 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 1 0 2 6 5 0 2 0 2 21
家族 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 2 0 0 2 1 1 1 2 3 2 1 21
会 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 2 0 3 0 4 0 1 3 2 2 21

開設 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 2 2 2 1 5 2 21
親子 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 2 3 5 2 3 2 1 21
人 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 1 3 1 2 4 3 21

調査 0 0 0 0 0 1 0 2 0 1 0 0 1 0 3 2 2 1 0 3 2 2 21
ひと 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 4 4 2 0 1 1 2 20
学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 3 2 0 7 2 3 20
女性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 7 5 1 1 2 0 2 20
早期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 2 3 3 4 1 3 20
両親 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 5 5 2 1 2 1 20
列和 1 4 1 4 5 32 30 26 17 14 43 58 112 90 226 436 553 369 247 525 380 274 3632

表 2　年次別新聞記事見出しにおけるキーワード出現頻度

２）1985 年から 2006 年までの「新聞記事見出し」における「キーワード」の出現頻度

結果は表２と図２のとおりである。この結果からみると、「児童虐待」は新聞記事の抽出に用いた検索

語であり、最も出現頻度が高いのは当然であり、その年次別出現パターンをみると、1990 年頃より次第
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図 2　「児童虐待」と「子育て」の出現頻度

図 3　「相談」と「支援」の出現頻度

に出現頻度が増加し、1995 年頃より急速に増加し 2001 年で第 1 のピークに達した。次いで、下降傾向

を示すが、2004 年に第 2 のピークに達していた。キーワード「子育て」は 1996 年頃より出現頻度が上

昇し、2001 年と 2005 年にピークを示した（表２、図２）。キーワード「相談」「支援」「母親」「地域」「警察」

の年次別出現パターンをみると、「児童虐待」では 1990 年を過ぎる頃より出現頻度が徐々に上昇してき

ており、1996 年頃より加速度的に増加し始め、2001 年で第 1 のピークを示した。その後、いったん下

降したものの 2004 年に第２のピークを向かえていた。「相談」「支援」では 1995 年頃より出現頻度が徐々

に上昇し、1999 年から 2000 年で第 1 のピークを示し、その後下降し、2004 年で第 2 のピークを示した（図

3）。「母親」「地域」「警察」では 1995 年頃から出現し、「母親」「地域」では 2000 年で第 1 のピークを

示し、その後いったん下降し、2003 年から 2004 年で第 2 のピークを示していた。「警察」では 1996 年

頃より出現し、2001 年に第１のピークを示し、2004 年に第２のピークを示していた。多少のずれはあ

るが、子ども虐待と密接に関係するキーワードは類似した年次別出現パターンを示していた（図 4）。

五
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図 4　「母親」「地域」「警察」の出現頻度

３）見出しに付記された地名の年次別出現頻度

年次別に見出しに付記された地名の出現頻度を表３に示した。見出しに付記される地名は記事のリソー

スを表しており、大阪がもっとも多く、次いで、愛知、京都、栃木、東京と続いている。栃木では 2004 年、

小山市で起きた幼い兄弟の虐待死亡事件が市民のこころを剔り、これを機に全国的に市民グループが中心

になって、虐待防止を訴える「オレンジリボン・キャンペーン」が展開されている（表３）。

４）1997 年～ 2006 年における虐待事件に関する記事本文の分析（表４、図５）

虐待に関する記事件数は 1997 年から急速に増加しており、1997 年から 2006 年までは、虐待事件報

道のみに焦点を絞り、分析を行った。

キーワード出現数 30 以上のキーワードを年次別にリストアップすると、表４のとおりである。これは

1997 年から 2006 年における検索語「児童虐待」を含む記事の中から、虐待の事件報道に関する記事を選

択し、そのキーワードを抽出したものである。全サンプル数（新聞事件報道記事数258）のうちそのキーワー

ドを含むサンプル数（記事数）を意味する。図５で示したキーワードは子ども虐待と密接な関係のあるも

ので、「死亡」「通報」「暴行」「放置」とも年次別出現パターンは同一であった。すなわち、1997 年頃より出

現頻度が次第に増加し、2000 年から 2001 年にかけてピークを示し、その後いったん下降傾向を示すが、

2004 年に急激に増加し最大のピークに達するというパターンを示していた。2000 年は「児童虐待防止法」

が議員立法により制定されており、子ども虐待が大きな社会問題になったことを表していた。

次いで、司法の関与を表す「警察」「逮捕」「起訴」「罪」の年次別出現数の推移を見てみた。これらのキー

ワードは 1999 年から増加し始め、2003 年でいったん減少するが、同様に 2004 年でピークを示していた。

虐待行為を表しているキーワード「暴行」「餓死」「あざ」「けが」「ネグレクト」では、「暴行」は 1999

年より出現数が増加し、2001 年から 2003 年で一時平坦になり、2004 年で大きく増加するというパター

ンを示した。「餓死」は 1999 年より増加し始め、その後年次による変動は大きいが、「ネグレクト」と類

似した年次別変動を見せていた。「あざ」は「暴行」と類似した年次別変動パターンを示していた。

「子育て」「一時保護」「訪問」「地域」で表される虐待の早期発見のための取り組みを表すキーワードの

六
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見出し地名 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 行和

大阪 1 1 5 7 6 11 20 31 16 14 61 35 27 253
愛知 1 4 2 8 6 9 26 34 25 14 30 29 28 227
京都 2 2 1 4 8 16 19 23 23 11 25 17 41 194
栃木 2 3 1 0 0 14 6 8 5 2 34 21 8 104
東京 0 1 1 2 2 3 6 25 26 8 19 2 3 100
滋賀 0 0 0 3 1 1 13 15 17 12 13 3 0 78

神奈川 3 1 2 6 4 3 16 18 8 3 7 3 0 74
埼玉 0 1 0 0 0 3 13 9 8 6 6 8 11 65
静岡 1 0 0 3 1 2 14 15 3 1 5 8 0 53
群馬 0 1 1 3 3 2 5 5 5 2 8 4 13 52
三重 0 0 0 2 6 4 7 10 6 4 9 4 0 52
佐賀 0 0 0 0 1 3 9 15 7 7 7 3 0 52
福島 0 0 0 3 1 6 4 9 6 2 3 5 13 52

北海道 0 0 0 0 1 5 7 13 5 6 5 3 6 51
和歌山 0 0 0 0 2 2 11 15 2 3 9 5 2 51
香川 0 0 0 4 6 5 9 6 7 6 2 4 0 49
奈良 0 0 0 1 0 4 7 8 6 4 11 3 2 47
千葉 1 0 0 2 0 3 6 11 5 7 7 5 0 47

鹿児島 0 0 0 0 0 1 2 7 12 8 9 6 0 45
兵庫 0 0 1 1 1 0 3 16 5 5 8 2 0 44
福岡 0 0 4 2 1 3 12 4 4 3 4 7 0 44
宮城 1 0 0 1 1 8 11 6 5 1 6 2 0 42
大分 0 0 0 0 1 0 10 5 4 11 6 3 1 41
熊本 0 0 0 1 1 3 9 5 3 6 8 1 0 37
宮崎 0 0 0 3 4 2 3 2 4 5 10 2 0 35
山形 0 0 0 0 0 0 14 4 3 6 7 0 0 34
茨城 0 1 0 1 0 3 5 9 3 0 6 6 0 34
岡山 0 0 2 0 1 1 3 5 4 9 8 0 0 33
鳥取 0 0 0 1 0 4 10 6 1 2 7 1 0 32
高知 0 0 0 2 0 3 7 8 2 2 5 2 0 31
富山 0 0 0 0 0 7 5 6 3 2 6 1 0 30
秋田 0 0 0 0 1 3 6 8 3 2 5 1 1 30
山口 0 0 0 1 2 2 3 5 5 5 5 1 0 29
岩手 0 0 0 0 2 2 1 11 8 0 4 1 0 29
長崎 0 0 0 2 0 1 1 10 5 5 3 1 0 28
山梨 0 0 0 0 1 2 9 4 3 2 6 1 0 28
広島 1 0 0 1 0 1 5 4 5 1 5 3 2 28
長野 0 0 0 1 10 1 6 2 5 0 6 5 0 27
石川 0 0 0 0 2 0 3 10 3 4 5 1 0 26
徳島 0 0 0 0 0 0 2 3 0 2 9 6 0 24
島根 0 0 0 0 0 3 2 2 1 2 11 2 0 23
新潟 0 0 0 0 0 2 3 8 3 2 2 0 1 21
岐阜 0 0 0 1 2 1 4 5 2 1 2 2 0 20
列和 23 51 70 165 142 340 731 899 590 418 810 563 406 5336

解析対象とするクロス表の基礎情報

［解析対象とするサンプル数］　2875

［解析対象から除外されたサンプル数］　465

表 3　年次別見出し記事に付与された地名の出現頻度

七



子
ど
も
虐
待
に
対
す
る
国
民
意
識
の
年
次
的
変
遷
に
関
す
る
研
究

キーワード 行和 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

列和 2593 84 29 152 320 260 330 172 563 333 350
児童虐待 344 13 5 19 34 43 44 23 69 47 47

事件 160 1 1 6 19 17 17 14 35 25 25
児童相談所 138 4 3 9 14 12 14 9 34 15 24

死亡 114 4 3 6 16 14 18 10 18 15 10
逮捕 106 2 1 5 13 13 12 3 27 16 14
相談 94 3 1 6 11 10 7 8 21 16 11
通報 87 3 0 4 13 7 9 1 15 16 19

子育て 83 5 5 4 18 9 6 2 18 8 8
児童虐待防止法 68 0 0 0 12 4 8 7 19 9 9

暴行 68 0 0 4 7 8 8 8 16 8 9
食事 60 2 2 5 8 4 9 5 8 9 8
学校 59 4 0 4 7 3 5 1 15 11 9
保護 59 3 0 4 5 1 6 2 19 8 11
病院 58 5 0 5 7 7 6 6 6 8 8
近所 57 1 1 4 8 6 5 4 12 7 9
家庭 56 1 1 5 7 5 7 1 11 12 6
罪 54 2 1 2 6 12 9 7 8 5 2

暴力 53 2 0 4 3 4 6 6 15 5 8
連携 49 1 0 4 3 3 9 2 12 7 8
あざ 48 1 0 3 5 7 4 5 14 6 3
警察 48 2 0 4 2 2 7 1 17 7 6

ネグレクト 47 0 0 4 7 3 9 5 10 3 6
家族 47 3 1 3 2 11 4 3 10 4 6
放置 47 3 1 3 9 4 7 5 7 2 6

一時保護 44 1 0 1 5 3 3 2 17 7 5
医師 42 2 0 2 10 4 5 4 8 3 4
命 41 0 0 4 2 2 6 3 10 6 8

怠慢 40 1 0 5 7 3 10 3 85 0 3
けが 39 0 0 2 5 4 5 2 12 7 9
確認 38 0 0 3 6 0 6 0 12 6 5
餓死 37 0 0 1 9 2 8 2 4 3 8
傷害 37 1 1 3 3 6 7 2 5 5 4
養育 37 2 0 3 5 2 10 3 8 3 1
通告 36 1 0 0 6 1 3 3 11 6 5

検察側 35 1 1 2 3 6 10 5 4 1 2
訪問 35 1 0 2 6 2 5 1 7 4 7
心 34 5 0 3 2 2 4 1 10 4 3

起訴 32 1 0 1 8 7 3 1 8 0 3
小学校 31 1 0 1 3 2 4 2 7 4 7
地域 31 2 1 2 4 5 5 0 3 5 4

表 4　子ども虐待の事件記事における年次別キーワードの出現頻度

［解析対象とするサンプル数］　258

［解析対象から除外されたサンプル数］　10
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図 5　「母親」「地域」「警察」の出現頻度

出現頻度を年次別にみると、「子育て」では 2000 年にピークを示し、その後減少し、2004 年に再び大き

なピークを示した。「一時保育」は 1999 年より増加し始め、2000 年で小さなピークを示し、その後減少

し、2004 年で大きなピークに達するというパターンを示した。「訪問」も類似した年次別出現パターン

を示していた。「地域」では年次変動はあるものの、ほぼ一定した年次別出現数を示していた。

５）抽出したキーワードのクラスター分類（表５）

抽出したキーワードのクラスター分類を表５に示した。クラスター分析とは、一般に似ているものを集

めて分類して、その中から意味のあるものを発見するという手法であり、クラスター１は、「あざ」「事件」

「相談」「暴行」から構成されていた。これは【身体的虐待の発覚】に関係する語群と思われる。クラスター

２は「家庭」「近所」「児童虐待」「児童相談所」「逮捕」から成り、【虐待防止のための連携】に関する記

述を表していた。クラスター３は「暴力」「命」「連携」から成り、【虐待により消えた命】を表しており、

連携が機能していない事実を浮き彫りにしていた。「命」の前後の記事本文の文脈をコンコーダンス機能

でみたものを表６に示したが、虐待により消えた命を表しており、「死亡」という客観的事実を表すキーワー

ドに符合するものと思われた。そこで、「死亡」の記事本文の前後の文脈をコンコーダンス機能でみてみ

ると、すべて虐待による死亡で、日本全国の痛ましい死亡事件がリストアップされている。表７は件数が

多いので、一部を割愛して掲載した。

クラスター４は「一時保護」「児童虐待防止法」「通告」から成り、【法的緊急措置】を表していた。「通

告」の前後の文脈を表８に示した。クラスター５は「餓死」で【虐待による餓死】を表していた。「餓死」

の前後の文脈を表 9 に示した。クラスター６は「けが」「小学校」「通報」「訪問」から成り、【虐待の疑

いと確認】と解釈される。「訪問」の前後の文脈を表 10 に示した。

クラスター７は「学校」「警察」「保護」で【学校での対応の重要性と保護】を表していると思われる。「学

校」の前後の文脈を表 11 に示した。クラスター８は「心」で【虐待により傷つけられた心】を表していた。

「心」の前後の文脈を表 12 に示した。

クラスター９は【子育て】、キーワード「子育て」の前後の文脈を表 13 に示した。クラスター 10 は「ネ

グレクト」「怠慢」「養育」から成り、【養育の放棄】を意味していた。クラスター 11 は「医師」「病院」「放置」
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から成り、【医療機関の義務と医療ネグレクト】を表していた。「医師」および「放置」の前後の文脈を表

14、表 15 に示した。クラスター 12 は「死亡」「傷害」「食事」「地域」から成り、【（傷害やネグレクトに

よる）虐待死と地域の機能】を表しており、表 16 に「地域」の前後の文脈を示した。クラスター 13 は【家族】、

クラスター 14 は【起訴】、クラスター 15 は「検察側」「罪」から成り、【検察による論告と罪状】を表し

ていた。キーワード「検察側」の前後の文脈を表 17 に示した。

次に、年次別に各クラスターの出現率を表 18、表 19 にまとめた。これによると、クラスター１（【身

体的虐待の発覚】）は 2004 年でもっとも多く、クラスター２（【虐待防止のための連携】）も 2004 年でもっ

とも多く、次いで 2002 年、2005 年、2006 年で多かった。クラスター３（【虐待により消えた命】）は

2004 年、クラスター４（【法的緊急措置】）は 2004 年と 2000 年で多く、クラスター５（【虐待による餓

死】）は 2000 年と 2002 年で多かった。クラスター６（【虐待の疑いと確認】）は 2006 年でもっとも多

く、次いで 2000 年と 2004 年で多かった。クラスター７（【学校での対応の重要性と保護】）は 2004 年

でもっとも多く、クラスター８（【虐待により傷つけられた心】）は 2004 年でもっとも多かった。クラス

ター９（【子育て】）は 2000 年と 2004 年で多く、クラスター 10（【養育の放棄】）は 2004 年でもっとも

多く、次いで 2000 年で多かった。クラスター 11（【医療機関の義務と医療ネグレクト】）は 2000 年でもっ

とも多く、次いで 2004 年で多かった。クラスター 12（【虐待死と地域の機能】）は 2000 年、2002 年、

2004 年、2005 年で多かった。クラスター 13（【家族】）は 2004 年でもっとも多かった。クラスター 14（【起

訴】）は 2000 年、2001 年、2004 年で多かった。クラスター 15（【検察による論告と罪状】）は 2001 年

と 2002 年で多く、次いで 2003 年で多かった。

図 6 に各クラスターと年次の同時布置図を表示した。これによると、クラスター５（【虐待による餓死】）

とクラスター 10（【養育の放棄】）と「2003 年」は近い位置にある。クラスター３（【虐待により消えた

命】）、クラスター４（【法的緊急措置】）とクラスター１（【身体的虐待の発覚】）も近い位置にある。クラ

スター６（【虐待の疑いと確認】）は「2004 年」や「2006 年」に近い位置にあり、クラスター 11（【医

療機関の義務と医療ネグレクト】）とクラスター 14（【起訴】）と「2001 年」が類似した位置に布置された。

クラスター２（【虐待防止のための連携】）とクラスター 12（【虐待死と地域の機能】）が近い位置に布置

された。クラスター３（【虐待により消えた命】）とクラスター４（【法的緊急措置】）も近い位置に布置さ

れている。クラスター９（【子育て】）とクラスター 13（【家族】）も近い位置に布置された。
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表 5　抽出したキーワードのクラスター分類

構成要素
クラスター

01
クラスター

サイズ
4

構成要素
クラスター

02
クラスター

サイズ
5

構成要素
クラスター

03
クラスター

サイズ
3

構成要素
クラスター

04
クラスター

サイズ
3

構成要素
クラスター

05
クラスター

サイズ
1

構成要素
クラスター

06
クラスター

サイズ
4

構成要素
クラスター

07
クラスター

サイズ
3

構成要素
クラスター

08
クラスター

サイズ
1

構成要素
クラスター

09
クラスター

サイズ
1

構成要素
クラスター

10
クラスター

サイズ
3

構成要素
クラスター

11
クラスター

サイズ
3

構成要素
クラスター

12
クラスター

サイズ
4

構成要素
クラスター

13
クラスター

サイズ
1

構成要素
クラスター

14
クラスター

サイズ
1

構成要素
クラスター

15
クラスター

サイズ
2

1 あざ 家庭 暴力 一時保護 餓死 けが 学校 心 子育て ネグレクト 医師 死亡 家族 起訴 検察側

2 事件 近所 命
児童虐待
防止法

小学校 警察 怠慢 病院 傷害 罪

3 相談 児童虐待 連携 通告 通報 保護 養育 放置 食事

4 暴行
児童

相談所
訪問 地域

5 逮捕

●解析対象とするクロス表の基礎情報

［ユーザーが指定した課題名］　多次元データ解析の条件（その 75）

［解析対象とするサンプル数］　258

［解析対象から除外されたサンプル数］　10

［解析対象とする構成要素変数名（表側）］　本文キーワード−編集最新分析用

［解析対象とする異なり構成要素数］　39

［解析対象とする総構成要素数］　2555

［解析対象とする質的変数名（表側）］　発行年−質的変数

［解析対象とするカテゴリー数］　10

●対応分析の処理条件と結果

［指定した成分数（成分軸の数）］　19

［総変動（固有値の総和）］　10.1

●クラスター化共通の処理条件と結果

［クラスター化で用いる成分数］　9

［必要とするクラスター数の範囲の指定］　6 〜 16

●個別クラスターの処理条件と結果

［クラスター数］　15

［クラスター内変動の総和］　0.0

［クラスター間変動］　0.1

［クラスターの総変動］　0.1

一
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構成要素クラスター 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 行和

1 構成要素クラスター 01 5 2 19 42 42 36 35 86 55 48 370

2 構成要素クラスター 02 21 11 42 76 79 82 40 153 97 100 701

3 構成要素クラスター 03 3 0 12 8 9 21 11 37 18 24 143

4 構成要素クラスター 04 2 0 1 23 8 14 12 47 22 19 148

5 構成要素クラスター 05 0 0 1 9 2 8 2 4 3 8 37

6 構成要素クラスター 06 5 0 9 27 15 23 6 34 21 42 192

7 構成要素クラスター 07 9 0 12 14 6 18 4 51 26 26 166

8 構成要素クラスター 08 5 0 3 2 2 4 1 10 4 3 34

9 構成要素クラスター 09 5 5 4 18 9 6 2 18 8 8 83

10 構成要素クラスター 10 3 0 12 19 8 29 11 26 6 10 124

11 構成要素クラスター 11 10 1 10 26 15 18 15 21 13 18 147

12 構成要素クラスター 12 9 7 16 31 29 39 17 34 34 26 242

13 構成要素クラスター 13 3 1 3 2 11 4 3 10 4 6 47

14 構成要素クラスター 14 1 0 1 8 7 3 1 8 0 3 32

15 構成要素クラスター 15 3 2 4 9 18 19 12 12 6 4 89

列和 84 29 149 314 260 324 172 551 327 345 2555

表 18　構成要素クラスターの年次別出現数と割合

構成要素クラスター 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 行和

1 構成要素クラスター 01 1.4% 0.5% 5.1% 11.4% 11.4% 9.7% 9.5% 23.2% 14.9% 13.0% 100.0%

2 構成要素クラスター 02 3.0% 1.6% 6.0% 10.8% 11.3% 11.7% 5.7% 21.8% 13.8% 14.3% 100.0%

3 構成要素クラスター 03 2.1% 0.0% 8.4% 5.6% 6.3% 14.7% 7.7% 25.9% 12.6% 16.8% 100.0%

4 構成要素クラスター 04 1.4% 0.0% 0.7% 15.5% 5.4% 9.5% 8.1% 31.8& 14.9% 12.8% 100.0%

5 構成要素クラスター 05 0.0% 0.0% 2.7% 24.3% 5.4% 21.6% 5.4% 10.8% 8.1% 21.6% 100.0%

6 構成要素クラスター 06 2.6% 0.0% 4.7% 14.1% 7.8% 12.0% 3.1% 17.7% 16.1% 21.9% 100.0%

7 構成要素クラスター 07 5.4% 0.0% 7.2% 8.4% 3.6% 10.8% 2.4% 30.7% 15.7% 15.7% 100.0%

8 構成要素クラスター 08 14.7% 0.0% 8.8% 5.9% 5.9% 11.8% 2.9% 29.4% 11.8% 8.8% 100.0%

9 構成要素クラスター 09 6.0% 6.0% 4.8% 21.7% 10.8% 7.2% 2.4% 21.7% 9.6% 9.6% 100.0%

10 構成要素クラスター 10 2.4% 0.0% 9.7% 15.3% 6.5% 23.4% 8.9% 21.0% 4.8% 8.1% 100.0%

11 構成要素クラスター 11 6.8% 0.7% 6.8% 17.7% 10.2% 12.2% 10.2% 14.3% 8.8% 12.2% 100.0%

12 構成要素クラスター 12 3.7% 2.9% 6.6% 12.8% 12.0% 16.1% 7.0% 14.0% 14.0% 10.7% 100.0%

13 構成要素クラスター 13 6.4% 2.1% 6.4% 4.3% 23.4% 8.5% 6.4% 21.3% 8.5% 12.8% 100.0%

14 構成要素クラスター 14 3.1% 0.0% 3.1% 25.0% 21.9% 9.4% 3.1% 25.0% 0.0% 9.4% 100.0%

15 構成要素クラスター 15 3.4% 2.2% 4.5% 10.1% 20.2% 21.3% 13.5% 13.5% 6.7% 4.5% 100.0%

列和 3.3% 1.1% 5.8% 5.8% 10.2% 12.7% 6.7% 21.6% 12.8% 13.5% 100.0%

●解析対象とするクロス表の基礎情報

［ユーサーが指定した課題名］　多次元データ解析の条件（その 76）

［解析対象とするサンプル数］　258

［解析対象から除外されたサンプル数］　10
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表 19　年次別各クラスターの出現割合

構成要素クラスター 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 行和

1 構成要素クラスター 01 6.0% 6.9% 12.8% 13.4% 16.2% 11.1% 20.3% 15.6% 16.8% 13.9% 14.5%

2 構成要素クラスター 02 25.0% 37,9% 28.2% 24.2% 30.4% 25.3% 23.3% 27.8% 29.7% 29.0% 27.4%

3 構成要素クラスター 03 3.6% 0.0% 8.1% 2.5% 3.5% 6.5% 6.4% 6.7% 5.5% 7.0% 5.6%

4 構成要素クラスター 04 2.4% 0.0% 0.7% 7.3% 3.1% 4.3% 7.0% 8.5% 6.7% 5.5% 5.8%

5 構成要素クラスター 05 0.0% 0.0% 0.7% 2.9% 0.8% 2.5% 1.2% 0.7% 0.9% 2.3% 1.4%

6 構成要素クラスター 06 6.0% 0.0% 6.0% 8.6% 5.8% 7.1% 3.5% 6.2% 9.5% 12.2% 7.5%

7 構成要素クラスター 07 10.7% 0.0% 8.1% 4.5% 2.3% 5.6% 2.3% 9.3% 8.0% 7.5% 6.5%

8 構成要素クラスター 08 6.0% 0.0% 2.0% 0.6% 0.8% 1.2% 0.6% 1.8% 1.2% 0.9% 1.3%

9 構成要素クラスター 09 6.0% 17.2% 2.7% 5.7% 3.5% 1.9% 1.2% 3.3% 2.4% 2.3% 3.2%

10 構成要素クラスター 10 3.6% 0.0% 8.1% 6.1% 3.1% 9.0% 6.4% 4.7% 1.8% 2.9% 4.9%

11 構成要素クラスター 11 11.9% 3.4% 6.7% 8.3% 5.8% 5.6% 8.7% 3.8% 4.0% 5.2% 5.8%

12 構成要素クラスター 12 10.7% 2.9% 10.7% 9.9% 11.2% 12.0% 9.9% 6.2% 10.4% 7.5% 9.5%

13 構成要素クラスター 13 3.6% 2.1% 2.0% 0.6% 4.2% 1.2% 1.7% 1.8% 1.2% 1.7% 1.8%

14 構成要素クラスター 14 1.2% 0.0% 0.7% 2.5% 2.7% 0.9% 0.6% 1.5% 0.0% 0.9% 1.35

15 構成要素クラスター 15 3.6% 2.2% 2.7% 2.9% 6.9% 5.9% 7.0% 2.2% 1.8% 1.2% 3.5%

列和 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図 6　年次と各クラスターの同時布置図
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【考察】
近年文字データを形態素分析により、数量的に扱うことの出来るソフトが開発されてきている。これは、

文章である文字データをコンピュータを用いて分析する手法であり、テキスト化された大量の文章データ

を「分かち書き」し、「キーワード化」することにより、その出現頻度や出現パターンから文脈の変化を

探ることができる。この手法は「テキストマイニング」と呼び、マーケティングにおける顧客ニーズの分

析、研究分野における文献などの分析、アンケート調査における自由記述項目の分析などに用いられてい

る。そこで、今回この手法を活用して、大量の新聞記事データを分析することを思い当たった。分析すべ

き内容は、近年、子ども虐待が著しく増加しており、単に潜在していた事例が周囲の意識の高まりにより

顕在化したという域は超している。そこで、朝日新聞記事のオンラインデータベースから、1985 年から

2006 年までの記事を「児童虐待」の文字列で検索し、1985 年から 1996 年までは、全記事、1997 年以

降は虐待の事件事例に関する記事のみを分析対象とした。

分析結果は【結果】の項で示したが、「児童虐待」で検索し抽出した記事件数は 1990 年頃より増加し始め、

2000 ～ 2002 年に第 1 のピーク、2004 年に第 2 のピークを示した。これを厚生労働省発表の児童相談

所における虐待相談件数と対比すると、記事件数のピークと虐待相談対応件数の急激な増加の年次と一致

していた（図 7）。これは、マスコミが公表された実態に敏感に反応して、虐待に関する報道に力を入れ

たことを表している。

図 7　児童相談所における虐待相談件数

子ども虐待防止に向けた社会の取り組みについて、厚労省の資料を引用して解説すると、1989 年に

国連総会で「児童の権利に関する条約」が採択された。その 19 条の１に、「States Parties shall take 

all appropriate legislative, administrative, social and educational measures to protect the child 

from all forms of physical or mental violence, injury or abuse, neglect or negligent treatment, 

maltreatment or exploitation, including sexual abuse……」と記載されており、わが国もこの条約に批准

して、あらゆる手段を講じて、虐待やネグレクトから子どもを守らなくてはならない義務が課せられた。

1990 年度より、厚生省（現厚生労働省）により、児童相談所における虐待に関する相談件数が公表さ

れるようになり、1996 年度には「児童虐待ケースマネージメントモデル事業」を 8 道府県市において実
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施し、子ども虐待対応における機関連携が推進されることとなった。さらに、同年度、「子ども虐待防止

の手引き」が作成され、学校、保育所、保健所、警察、民生児童委員（主任児童委員）等、関係機関によ

る児童相談所への通告を促すことになった。児童相談所における虐待に関する相談件数は、年々急激な上

昇カーブを描いていることは周知の通りであり、このことは、一つには、国民全体に子ども虐待に対する

認識が浸透し、高い関心を集めるようになったことも大きな要因と考えられる。

1997 年児童福祉法が制定後 50 年ぶりに大幅に改正され、多様化する児童家庭問題に児童相談所が的

確に対応できるように、児童相談所を専門的にバックアップする仕組みが講じられた。

1999 年には 18 歳未満の子どもに対する性的搾取や性的虐待が子どもの権利を著しく侵害し、子ども

の心身の発達に多大な影響を与えることから、児童買春や児童ポルノに関する行為を禁止する「児童買春、

児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」が成立した。

2000 年には児童相談所における虐待相談件数の急増、虐待によって生命を奪われたり、生命は奪われ

ないまでも、心身に重大な被害を受ける子どもが後を絶たないことから、国会の衆議院青少年問題に関す

る特別委員会において、精力的な集中審議が実施され、子どもに対する虐待の禁止、児童虐待の定義、虐

待の防止に関する国および地方公共団体の責務、虐待を受けた子どもの保護のための措置等を定め、虐待

の防止等に関する施策の推進を図ろうとする「児童虐待の防止等に関する法律」（児童虐待防止法）が制

定された。2002 年には虐待などにより心身に有害な影響を受けた子どもを養育する里親として、新たに

専門里親制度創設された。2004 年にはすべての児童擁護施設等に家庭復帰のための調整や相談を行う家

庭支援専門相談員（ファミリー・ソーシャル・ワーカー）を配置できるように措置が講じられた。

子どもの人権を擁護するため地方自治体の取り組みも活発化し、「子どもの人権相談室事業」（神奈川県、

1998）、「子どもの権利擁護システム（子どもの権利擁護専門員）」（東京都、1998）がスタートし、子ど

も虐待の予防、啓発、適切な社会的介入に大きく貢献している。

1990 ～ 1995 年には、大阪の「児童虐待防止協会」（1990）、東京の「子どもの虐待防止センター」（1991）

を始めとして、各地で民間団体による取り組みも活発化した。2004 年には全国 23（現在は 25）の児童

虐待防止民間団体が集まって、「日本子ども虐待防止民間ネットワーク」が設立された。

しかしながら、その後も深刻な子ども虐待が後を絶たないため、2004 年には「児童虐待の防止等に

関する法律の一部を改正する法律」（2004 年）（以下「改正児童虐待防止法」）、「児童福祉法の一部を改

正する法律」（2004 年）が成立し、子ども虐待防止対策の強化が図られた。子ども虐待の定義の明確化、

児童相談における市区町村の役割の明確化、要保護児童に関する司法関与の見直しなどが折り込まれた。

2004 年の「子ども・子育て応援プラン」において、「虐待により子どもが命を落とさない社会」の実

現を目指し、児童相談所の夜間対応の整備、虐待防止ネットワークの設置、里親の拡大など施策の推進、

母子保健事業を活用した予防対策の推進などが強化されるようになった。

今回の新聞記事の分析では、「見出し」から抽出したキーワードは、「児童虐待」「子ども（子供を含む）」

「虐待」「子育て（育児を含む）」「児童虐待防止法」「相談」「親」といった語句の出現率が高かった。これ

らの語句の出現数と年次との関係をみると、「児童虐待」で抽出した記事件数とほぼ平行しており、2000
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年から 2002 年に第 1 のピークがあり、2004 年で第 2 のピークがあるという出現パターンを示していた。

2000 年から 2002 年は児童虐待に対する国の対策が次々と打ち出される中で、2000 年には「児童虐待

防止法」が成立した年であり、虐待に関するマスコミ報道も増加したものと考える。2004 年は「児童虐

待防止法」が一部改正され、「子ども子育て応援プラン」の策定や「日本子ども虐待防止民間ネットワーク」

が設立されるなど、社会の対応が一段と進展した年である。これらの社会背景を反映して報道量が増加し

たものであり、国民の意識の高揚へと結びついているものと思う。しかしながら、新聞記事を通してみて

も虐待により、消えていく命の多いことには驚かされる。

日本では 1990 年頃より虐待に関する関心が高まり、児童虐待に関する新聞記事も 1980 年代後半で

は、外国の事例が紹介されているに過ぎないが、1990 年を越すと次第に新聞紙上に登場するようになる。

1997 年を過ぎ頃より増加の速度が速まり、児童相談所における虐待相談件数の上昇カーブに追従して増

加していた。1996 年までは、虐待が増加している事実やその対策に関する記事が主であったが、1997

年を過ぎると、紙上に登場する記事も虐待事件の報道が急増してきていた。新聞記事から抽出されたキー

ワードをクラスター分類すると、１５のクラスターに分けられた。クラスター１は「あざ」「事件」「相談」

「暴行」で構成され、発覚した身体的虐待を表していた。クラスター２は「家庭」「近所」「児童虐待」「児

童相談所」「逮捕」から構成され、児童虐待の発見のための地域の連携を表していると思われた。このク

ラスター２はクラスター全体の中でも 27.4％と出現頻度が最も高かった。クラスター３は「暴力」「命」「連

携」から成り、暴力は身体的虐待行為を意味し、命は前後の文脈で見ても、虐待により消えた命を表して

おり、連携は専門機関や地域の連携であり、その重要性と機能していない事実が報道されている。クラス

ター４は「一時保護」「児童虐待防止法」「通告」から成り、児童虐待防止法により、通告を受けて一時保

護する児童相談所の権限が強化され、一時保護により子どもが救われる事実が報道されている。クラスター

５は「餓死」であり、前後の文脈を探ると、虐待され、食事を与えられず餓死した子どもたちの悲惨な情

景が描写されている。クラスター６は「けが」「小学校」「通報」「訪問」で構成され、けがは虐待発見の

手がかりになり、小学校は虐待通報の重要機関であるという認識と、訪問は虐待発見の重要な手段である

ことを報じている。クラスター７は「学校」「警察」「保護」から構成され、学校や警察が虐待を発見して

保護に結びつける重要な役割を握っているとの主旨になる。クラスター８は「心」で虐待で傷つけられた

心を意味している。クラスター９は「子育て」で子育てのトラブルから子育てへの支援策まで子育てに関

する様々な内容が記述されている。クラスター 10 は「ネグレクト」「怠慢」「養育」ネグレクトそのもの

であり、養育の怠慢および放棄を表している。クラスター 11 は「医師」「病院」「放棄」で、医療機関の

積極的な関わりが求められ、必要な医療を受けることを放棄している医療ネグレクトの事例を表している。

クラスター 12 は「死亡」「傷害」「食事」「地域」は虐待による死亡と地域の機能の重要性が語られている。

クラスター 13 は「家族」で、核家族による孤立や母親への負担の増加、家族機能の重要性、家族支援な

どの内容が含まれている。クラスター 14 は「起訴」で、虐待で起訴された事例の起訴状についての記述

である。クラスター 15 は「検察側」「罪」で、検察の論告と罪状についての記述を表している。

虐待に関する新聞記事の年次的変遷をテキストマイニングの手法を活用して検討してみた。虐待に関す
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る記事は、虐待対策としての法の改正や新たな取り組みと平行して、記事数や記事中のキーワードが変化

していることがわかった。

【結論】
1）1985 年から 2006 年までの朝日新聞の全国版および地方版記事を対象として、朝日オンラインデー

タベースを活用し、検索語「児童虐待」により抽出した記事の見出しおよび本文をリソースとして、テキ

ストマイニング・ツールを用いて、年次的な変化を中心に分析を試みた。

2）各記事から抽出した構成要素（キーワード）のクラスター分類を行い、各クラスターを構成する構

成要素（キーワード）をコンコーダンス機能を用い、その前後の文脈から意味づけし、各クラスターの意

味する内容を読み取った。また、各クラスターの年次別出現パターンを検討し、制度・施策、社会の取り

組みとの関係を探った。

3）虐待に関する記事は 1990 年より次第に増加し始め、1997 年から急激な増加をみせていた。その

後 2001 年と 2002 年で第 1 のピークに達し、いったん沈静化するが、2004 年で第 2 のピークに達する

というパターンを示していた。これは図らずも厚労省が公表している児童相談所における虐待の相談処理

件数のカーブに一致していた。

4）構成要素（キーワード）はクラスター分析により 15 のクラスターが抽出された。クラスター１は【身

体的虐待の発覚】を意味し、クラスター２は【虐待防止のための連携】を意味していた。クラスター３は

【虐待により消えた命】、クラスター４は【法的緊急措置】、クラスター５は【虐待による餓死】、クラスター

６は【虐待の疑いと確認】と解釈される。クラスター７は【学校での対応の重要性と保護】、クラスター

８は【虐待により傷つけられた心】、クラスター９は【子育て】、クラスター 10 は【養育の放棄】を意味

していた。クラスター 11 は【医療機関の義務と医療ネグレクト】、クラスター 12 は【（傷害やネグレク

トによる）虐待死と地域の機能】、クラスター 13 は【家族】、クラスター 14 は【起訴】、クラスター 15

は【検察による論告と罪状】を表していた。このうち、クラスター１（【身体的虐待の発覚】）、クラスター

６（【虐待の疑いと確認】）、クラスター７（【学校での対応の重要性と保護】）が年々その割合が増加して

おり、他のクラスターは年々件数は増加しているが、割合の上では大きな変化はみられなかった。
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